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地方行政と地域保健 (2015. 4. 28.)

● 地方自治

– 歴史的にみれば，地域内には常に自治があったが，
憲法で正式に地方自治が定義されたのは戦後憲法

– 主体としての住民と，場としての地域社会があり，
「自分たちの生活の仕方（運営，政治）は住民自身
の意思決定による」と考えるのが住民自治の考え方

– 住民自治の実現手段として，具体的には，都道府
県，市町村，町会などによる団体自治が行われる

– 日本国憲法（ 92 ～ 95 条）は，住民団体に，行政権，
財政権，法律の範囲内の立法権を賦与
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日本国憲法における地方自治

● http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S21/S21KE000.html
● 第九十二条 　地方公共団体の組織及び運営に関する事項

は、地方自治の本旨に基いて、法律でこれを定める。
● 第九十三条 　地方公共団体には、法律の定めるところによ

り、その議事機関として議会を設置する。
２ 　地方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定める
その他の吏員は、その地方公共団体の住民が、直接これを
選挙する。

● 第九十四条 　地方公共団体は、その財産を管理し、事務を
処理し、及び行政を執行する権能を有し、法律の範囲内で条
例を制定することができる。

● 第九十五条 　一の地方公共団体のみに適用される特別法
は、法律の定めるところにより、その地方公共団体の住民の
投票においてその過半数の同意を得なければ、国会は、こ
れを制定することができない。
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地方自治法

● 憲法 92 条「法律で」を受ける，地方自治の基本法
– その下に個別の法として，地方公務員法，地方財政法，地方独立行

政法人法，地方公営企業法等（地域保健法や医療法も一部そう）

● http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S22/S22HO067.html
● 最新の改正は 2014 年 11 月 27 日。頻繁に改正されて

おり，未施行多数
● 第一条 　この法律は、地方自治の本旨に基いて、地

方公共団体の区分並びに地方公共団体の組織及び
運営に関する事項の大綱を定め、併せて国と地方公
共団体との間の基本的関係を確立することにより、地
方公共団体における民主的にして能率的な行政の確
保を図るとともに、地方公共団体の健全な発達を保障
することを目的とする。
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地方自治法（続き）

● 地方自治体の区分
– 第一条の三 　地方公共団体は、普通地方公共団体及び特別

地方公共団体とする。
２ 　普通地方公共団体は、都道府県及び市町村とする。
３ 　特別地方公共団体は、特別区、地方公共団体の組合及
び財産区とする。

– 都道府県と市町村は行政を分掌。
東京都特別区は概ね市町村と同等の業務を所管，一部業務
（消防など）は都。政令指定都市（人口 50 万以上）や地方中
核市（人口 30 万以上）は，都道府県業務の一部も所管

– 保健所は，原則として都道府県が設置するが，東京都特別
区，政令指定都市，地方中核市が設置できる

● 地方自治権の運営
– 自治立法権：議会による「条例」制定，自治体の長が責任を

もって決定する「規則」
– 自治組織権：行政の実現（県庁，市役所）
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財政と業務区分

● 地方財政の原則：住民の負担
– 地方税←自然人として住民から住民税，法人として企業から法人

事業税を徴収
– しかしそれだけでは運営できないので，国からの地方交付税交付

金が重要
● 行政の区分（以下の２軸で整理するとよい）

– 横切り：サービス行政（給付行政） vs 権力行政（規制行政）
– 縦切り：国で決め（法律で決め）地方に任せる「委任業務」 vs 地方

が決める「固有業務」（公共事務）
● 都道府県レベルの業務と市町村レベルの業務

– 都道府県は中間団体，市町村は基礎的団体（または第一次団体）
という位置づけ＝地方行政の二層性

– 基本は，市町村が住民に密着したサービス・行政を行い，都道府
県は（戦前は市町村を監督していたが今は監督はしないので），広
域行政（道路建設等），統一行政，連絡調整行政，補完行政（市町
村だけでは予算が足りないときに都道府県から足す等）
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政令指定都市が所管できる業務
● 地方自治法第二百五十二条の十九　政令で指定する人口五十万以上の市（以下「指定都市」という。）

は、次に掲げる事務のうち都道府県が法律又はこれに基づく政令の定めるところにより処理することと
されているものの全部又は一部で政令で定めるものを、政令で定めるところにより、処理することがで
きる。
一 　児童福祉に関する事務
二 　民生委員に関する事務
三 　身体障害者の福祉に関する事務
四 　生活保護に関する事務
五 　行旅病人及び行旅死亡人の取扱に関する事務
五の二 　社会福祉事業に関する事務
五の三 　知的障害者の福祉に関する事務
六 　母子家庭及び寡婦の福祉に関する事務
六の二 　老人福祉に関する事務
七 　母子保健に関する事務
七の二 　介護保険に関する事務
八 　障害者の自立支援に関する事務
九 　食品衛生に関する事務
十 　精神保健及び精神障害者の福祉に関する事務
十一 　結核の予防に関する事務
十二 　土地区画整理事業に関する事務
十三 　屋外広告物の規制に関する事務 

● 第二百五十二条の二十 　指定都市は、市長の権限に属する事務を分掌させるため、条例で、その区
域を分けて区を設け、区の事務所又は必要があると認めるときはその出張所を置くものとする。
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地方中核市が所管できる業務

● 地方自治法第二百五十二条の二十二 　政令で指定する人口三
十万以上の市（以下「中核市」という。）は、第二百五十二条の十
九第一項の規定により指定都市が処理することができる事務のう
ち、都道府県がその区域にわたり一体的に処理することが中核
市が処理することに比して効率的な事務その他の中核市におい
て処理することが適当でない事務以外の事務で政令で定めるも
のを、政令で定めるところにより、処理することができる。
２ 　中核市がその事務を処理するに当たつて、法律又はこれに基
づく政令の定めるところにより都道府県知事の改善、停止、制限、
禁止その他これらに類する指示その他の命令を受けるものとされ
ている事項で政令で定めるものについては、政令の定めるところ
により、これらの指示その他の命令に関する法令の規定を適用せ
ず、又は都道府県知事の指示その他の命令に代えて、各大臣の
指示その他の命令を受けるものとする。
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自治組織権の執行機関
● 行政の実現としての県庁，市役所において，行政の執行機関として
– 普通地方公共団体の長：知事と市町村長（法 139 条）

● 任期 4 年，国会議員との兼務禁止，利害関係団体の役員禁
止等

– 補助機関：副知事と副市町村長（法 161 条）
– 委員会・委員（法 180 条の５）

● 教育委員会，選挙管理委員会，人事委員会（または公平委
員会），監査委員（都道府県と市町村に）

● 公安委員会，労働委員会，収用委員会，海区漁業調整委員
会，　内水面漁場管理委員会（都道府県に）

● 農業委員会，固定資産評価審査委員会（市町村に）
● 附属機関として
– 自治紛争調停委員，審査会，審議会，調査会

● 保健医療分野では
– 都道府県に衛生部・民生部（合同のことも）設置義務，保健所設

置（後述）
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地域とは何か

● 地域社会 (community)
＝地理的環境の共有＋共同体感覚
＝“一定の環境や特徴を共有する人々の集まり”

● 保健活動の際に「地域」が重要な理由

– (1) 共通の環境条件→共通の健康問題

– (2) 健康問題の解決←必要な資源・行動規範等が地
域依存

● 地域に合った保健活動が必要！
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近隣，集落等の小地域
（地区レベル）

● 町会，字，自治会など行政
の末端組織として機能して
いる最小単位。

● 血縁的・地縁的社会。神社
の祭りの主体等。

● 地域により組織が機能して
いるかどうか差が大きい（機
能不全なのは，移住が多い
大都市の他，限界集落も）
* 大野晃 (1991) 提唱，下表
は Wikipedia より改変

名称 定義 内容

存続集落 55 歳未満人口が 50% 以上 跡継ぎ確保。共同体機能を次世代に受け継げる

準限界集落 55 歳以上人口が 50% 以上 現在は共同体機能維持。跡継ぎ確保困難。限界集落予備軍。

限界集落 65 歳以上人口が 50% 以上 高齢化進行。共同体機能維持が限界に達している

消滅集落 人口 0 かつて住民が存在。完全に無人。集落が消滅。
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行政区域と生活行動圏

● 行政区域

– 県・保健所管轄区，市町村など

– 政策実施の単位。

– 首長が方針決定権をもつ。

– 地域保健法制定後重要性が増した。

● 生活行動圏

– 医療圏，通勤・通学圏など

– 生活の場としての地域。

– 上水水質など広域の問題もあるので，行政区分を
超えた政策が立てられる必要がある場合もある。
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地域特性とその指標

● 地域特性を把握するための指標：自然環境，交通・通
信，生活環境，労働環境，教育・学習環境，生活・文
化，住民の意識・要望・要求など。

● 健康問題を把握するための指標：人口動態，死因統
計，疾病の状況，医療費の状況，予防接種状況，在
宅ケアの状況，等々。

● 地域で利用できる社会資本：保健医療，福祉，教育な
どの諸機関，地区組織，保健推進員，民生委員等。

● ソーシャル・キャピタル：隣人信頼度，社会統合性等。

→以上のような指標を調べ地域特性を把握すること
が必要。
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都市と僻地特有の問題

● 都市住民は消費者である

– 集住と莫大な消費から，環境汚染が起こりやすい

– 消費者保健のニーズ（エコマーク，トレーサビリティ等）

– スラムや貧困地区の問題

● 離島や山村といった僻地の問題は，地域特性に
よって異なる

– 移動が不便な山村で在宅介護を希望する人へのホーム
ヘルプなどのサポートのニーズ（長野県泰阜村の例）

– ※ しかし，家族や地縁的社会とヘルスプロフェッショナ
ルが依存的にならず協働するのは難しい。
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地域保健の特徴と流れ
● 総合保健／包括医療的な考え方

→地域住民がその生活基盤の中で自らの健康の保持増進を図れる
ように必要な保健技術を地域社会に見合った形で組織的に提供し，
その健康生活を支援していく一連の活動

● 1978 年：日本で「国民健康づくり」提唱
WHO アルマ・アタ宣言（プライマリヘルスケア提唱）

● 1985 年医療法改正（→都道府県に医療計画策定義務）
● 1986 年オタワ憲章（→ヘルスプロモーション：住民参加）
● 1994 年保健所法→地域保健法
● 2000 年から「健康日本 21 」（ 2002 年栄養改善法→健康増進法）
● 2005 年から地域保健対策検討会
● 2005 年介護保険法改正→地域包括支援センター
● 2006 年老人保健法が高齢者医療確保法に。 2008 年施行の長寿医

療制度と特定健診が影響大→地域は支えられるか？
● 2011 年健康の社会的決定因子についてのリオ政策宣言→格差削減
● 2013 年ヘルシンキ声明（ Health in All Policies ）
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地域保健展開上の留意点

（１）特定集団（ aggregate ）への注目

（２）一人一人の健康問題＝地域社会共通の問題

（３）対象者は地域で生活している

（４）地域社会の慣習そのものを変えることの強力さ

（５）地域社会に権限を与え，住民自身の自己解決能
力を養うこと（エンパワメント）の重要性。住民自治
組織化・強化
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地域保健法

● http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S22/S22HO101.html

● （目的）第一条 　この法律は、地域保健対策の推進に関する基本指針、保健
所の設置その他地域保健対策の推進に関し基本となる事項を定めることによ
り、母子保健法 （昭和四十年法律第百四十一号）その他の地域保健対策に関
する法律による対策が地域において総合的に推進されることを確保し、もつて
地域住民の健康の保持及び増進に寄与することを目的とする。

● （成り立ち）保健所法（ 1937 年制定， 1947 年全面改定）→地域保健法（ 1994
年）により，保健所→保健所＋市町村保健センター

● （保健所の設置―第五条）

– 主体は都道府県，指定都市，中核市（人口 30 万以上），特別区

– 都道府県は二次医療圏ごとに１つ（都道府県で１０前後），指定都市，中核
市，特別区は１つ（＋出張所）

● （市町村保健センターの設置―第十八条）

– 主体は市町村。業務は住民に対しての、健康相談、保健指導及び健康診査
その他 ( 給付行政サービス）
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保健所

● 保健所の業務（地域保健法第六条：以下
の事項の企画，調整，指導，及びそれら
に必要な事業の実施）

– 地域保健に関する思想の普及及び向上

– 人口動態統計その他地域保健に係る統計

– 栄養の改善及び食品衛生

– 住宅、水道、下水道、廃棄物の処理、清掃
その他

– 医事及び薬事

– 保健師（先駆けは 1891 年派出看護婦業務
や 1919 年巡回産婆業務など）

– 公共医療事業

– ……

＊埼玉県所沢市にある「保健所発
祥の地」石碑。 1937 年 1 月，
ロックフェラー財団からの寄付に
より，公衆衛⽣技術者の臨地訓練
機関として設⽴され仮業務を開始
した「農村保健館」が 1938 年
１月竣工。保健所法により 1941
年から「所沢保健所」となった
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地域保健活動の分類

● 規制行政的活動

– 公共の福祉の観点
個人や法人を規制

– 専ら行政機関による
● 給付行政的活動

– 地域住民に対する
サービス提供

– 行政機関のみならず
NGO や NPO も

– 例）健診

● 対人保健活動

– 住民を直接対象

– 市区町村レベルで
きめ細かな対応

– 地域保健センター
● 対物保健活動

– 対人でない対象

– 環境対策など大規模
対策

– 都道府県単位
保健所がコア
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地域保健のあり方を巡る経済理論

● 外部経済効果：間接的利益（例：予防接種による集団免疫）

● 外部不経済効果：間接的不利益（例：公害）

● 行政の介入が必要な事業：検診などは，初期投資が膨大な
ために市場経済では参入障壁がある事業である。

● 公共財：健康教育など，住民がいつでも自由に利用でき，経
費を払わなくても利用から排除されないものをいう。市場経
済では供給されない。

● メリット財：老人保健法による検診（ 2008 年 3 月まで）など，
市場経済でも供給されるが国家的見地から政府が供給す
べきもの。→小泉改革以降，ここが縮小されて地域や職域
に投げられてきた
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地域保健活動の進め方

● Plan-Do-See ～ PDCA サイクル（ a.k.a. デミングサイクル）

● MIDORI モデル～ PRECEDE-PROCEED Model
http://homepage1.nifty.com/PRECEDE-PROCEED/precede/midorimokuji.html

● 策定は住民のニーズに基づくべき。

● 統計に基づいてニーズに優先順位をつけ，費用対効果や費
用対便益を考慮して，順番に実施する。

● 実施の際は，計画に忠実に行うことと臨機応変の柔軟な対
応の両方が必要。

● 評価は重要だが難しい。短期間での効果が統計学的に有意
でなくても，継続したら効果が出る可能性も。

● 今後の課題はシステム化（在宅医療支援システムとか）


